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　　　　　　　一般会計 【様式第1号】

（単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 23,588,366,798   固定負債 5,945,603,379

    有形固定資産 21,925,336,737     地方債 4,911,726,379

      事業用資産 14,959,053,632     長期未払金 -

        土地 7,254,565,152     退職手当引当金 1,031,292,000

        立木竹 -     損失補償等引当金 2,585,000

        建物 14,176,396,195     その他 -

        建物減価償却累計額 -7,777,651,095   流動負債 472,014,530

        工作物 3,728,232,809     １年内償還予定地方債 345,914,764

        工作物減価償却累計額 -2,422,489,429     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 61,705,529

        航空機 -     預り金 64,394,237

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 6,417,617,909

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 -   固定資産等形成分 25,105,312,476

      インフラ資産 6,507,668,791   余剰分（不足分） -6,075,609,513

        土地 107,259,317

        建物 193,657,474

        建物減価償却累計額 -115,290,471

        工作物 13,456,892,634

        工作物減価償却累計額 -7,160,316,563

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 25,466,400

      物品 851,969,567

      物品減価償却累計額 -393,355,253

    無形固定資産 31,474,278

      ソフトウェア 31,474,278

      その他 -

    投資その他の資産 1,631,555,783

      投資及び出資金 808,235,219

        有価証券 -

        出資金 808,235,219

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 72,068,651

      長期貸付金 -

      基金 761,864,055

        減債基金 -

        その他 761,864,055

      その他 -

      徴収不能引当金 -10,612,142

  流動資産 1,858,954,074

    現金預金 285,229,296

    未収金 16,420,240

    短期貸付金 -

    基金 1,516,945,678

      財政調整基金 1,430,156,434

      減債基金 86,789,244

    棚卸資産 40,358,860

    その他 -

    徴収不能引当金 - 純資産合計 19,029,702,963

資産合計 25,447,320,872 負債及び純資産合計 25,447,320,872

貸借対照表
（平成29年3月31日現在）



　　　　　　　一般会計 【様式第2号】

（単位：円）

    その他 -

純行政コスト 4,216,274,382

    その他 -

  臨時利益 -

    資産売却益 -

    資産除売却損 -

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 2,585,000

純経常行政コスト 4,213,689,382

  臨時損失 2,585,000

    災害復旧事業費 -

  経常収益 350,684,403

    使用料及び手数料 161,599,527

    その他 189,084,876

      社会保障給付 505,926,926

      他会計への繰出金 544,294,786

      その他 56,283,010

        その他 16,266,355

    移転費用 1,748,706,677

      補助金等 642,201,955

      その他の業務費用 68,971,710

        支払利息 42,093,213

        徴収不能引当金繰入額 10,612,142

        維持補修費 60,852,658

        減価償却費 635,400,893

        その他 -

        その他 213,333,510

      物件費等 1,678,045,757

        物件費 981,792,206

        職員給与費 793,610,602

        賞与等引当金繰入額 61,705,529

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 4,564,373,785

    業務費用 2,815,667,108

      人件費 1,068,649,641

行政コスト計算書
自　平成28年4月1日
至　平成29年3月31日

科目名 金額



　　　　　　　一般会計 【様式第3号】

（単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 18,822,003,639 25,066,285,698 -6,244,282,059

  純行政コスト（△） -4,216,274,382 -4,216,274,382

  財源 4,423,973,706 4,423,973,706

    税収等 3,553,744,000 3,553,744,000

    国県等補助金 870,229,706 870,229,706

  本年度差額 207,699,324 207,699,324

  固定資産等の変動（内部変動） 39,026,778 -39,026,778

    有形固定資産等の増加 546,742,580 -546,742,580

    有形固定資産等の減少 -635,400,893 635,400,893

    貸付金・基金等の増加 212,004,091 -212,004,091

    貸付金・基金等の減少 -84,319,000 84,319,000

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 207,699,324 39,026,778 168,672,546

本年度末純資産残高 19,029,702,963 25,105,312,476 -6,075,609,513

純資産変動計算書
自　平成28年4月1日
至　平成29年3月31日



　　　　　　　一般会計 【様式第4号】

（単位：円）

前年度末歳計外現金残高 447,322,738

本年度歳計外現金増減額 -382,928,501

本年度末歳計外現金残高 64,394,237

本年度末現金預金残高 285,229,296

    その他の収入 -

財務活動収支 -169,989,409

本年度資金収支額 -59,744,338

前年度末資金残高 280,579,397

本年度末資金残高 220,835,059

  財務活動支出 374,989,409

    地方債償還支出 374,989,409

    その他の支出 -

  財務活動収入 205,000,000

    地方債発行収入 205,000,000

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 -

    その他の収入 -

投資活動収支 -653,644,839

【財務活動収支】

    貸付金支出 2,250,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 84,319,000

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 84,319,000

【投資活動収支】

  投資活動支出 737,963,839

    公共施設等整備費支出 546,742,580

    基金積立金支出 156,978,840

    投資及び出資金支出 31,992,419

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 763,889,910

  業務収入 4,771,180,923

    税収等収入 3,560,083,447

    国県等補助金収入 870,229,706

    使用料及び手数料収入 161,596,458

    その他の収入 179,271,312

    移転費用支出 1,719,609,477

      補助金等支出 642,201,955

      社会保障給付支出 505,926,926

      他会計への繰出支出 544,294,786

      その他の支出 27,185,810

    業務費用支出 2,287,681,536

      人件費支出 1,114,321,264

      物件費等支出 1,117,250,704

      支払利息支出 42,093,213

      その他の支出 14,016,355

資金収支計算書
自　平成28年4月1日
至　平成29年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 4,007,291,013



一般会計等財務書類に係る注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円とし

ています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･･････････････････償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･･････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･･･････････････････取得原価 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの･･･････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･･･････････････････出資金額 

 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

個別法による低価法 

 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

・建物 10 年～50 年 

・工作物 10 年～50 年 



・物品 3 年～20 年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

 

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

・未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込  

額を計上しています。 

・長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不 

能見込額を計上しています。 

・長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能 

見込額を計上しています。 

② 退職手当引当金 

退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に 

対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における 

積立金額の運用益のうち当町へ按分される額を加算した額を控除した額 

を計上しています。 

③ 損失補償等引当金 

期末時点で確定している損失補償債務等を計上しています。 

④ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福 

利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部 

分を計上しています。 

 

（６）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリー 

ス取引及びリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引 

を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（７）資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（当町資金管理方針におい 



て、歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。） 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する 

資金の受払いを含んでいます。 

 

（８）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以 

上の場合に資産として計上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

（１）会計方針の変更 

適用初年度につき該当なし 

 

（２）表示方法の変更 

適用初年度につき該当なし 

 

（３）資金収支計算書における資金の範囲の変更 

適用初年度につき該当なし 

 

３ 重要な後発事象 

（１）主要な業務の改廃 

該当なし 

 

（２）組織・機構の大幅な変更 

該当なし 

 

（３）地方財政制度の大幅な改正 

該当なし 

 

（４）重大な災害等の発生 

該当なし 

 

４ 偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っています。 



損失補償等引当金計上額 

団体（会計）名 確定債務額 

履行すべき額が確定していない損

失補償債務等 
総額 

損失補償等引当

金計上額 

貸借対照表未計

上額 

群馬県信用保証

協会 
該当なし 2,586 千円 647,031 千円 649,617 千円 

 

（２）係争中の訴訟等 

該当なし 

 

５ 追加情報 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

② 地方自治法第 235条の 5に基づき出納整理期間が設けられている会計にお 

いては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもっ 

て会計年度末の計数としています。 

③ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合 

があります。 

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状 

況は、次のとおりです。 

・実質赤字比率 －％ 

・連結実質赤字比率 －％ 

・実質公債費比率 7.8％ 

・将来負担比率 51.6％ 

⑥ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 

該当なし 

⑦ 繰越事業に係る将来の支出予定額 

 繰越明許費繰越額 25,852 千円 

⑧ 過年度修正等に関する事項 

該当なし 

 

（２）貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産については該当なし 

② 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定 



要素は、次のとおりです。 

・標準財政規模 3,546,815 千円 

・元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 483,628 千円 

・将来負担額 9,478,043 千円 

・充当可能基金額 2,480,921 千円 

・特定財源見込額 なし 

③ PFI 事業に係る資産については該当なし 

 

（３）行政コスト計算書に係る事項 

  該当なし 

 

（４）純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計 

上しています。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上してい 

ます。 

 

（５）資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支 152,338 千円 

② 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との 

差額の内訳 

・業務活動収支 763,890 千円 

・未収債権、未払債務等の増減 154,113 百万円 

・減価償却費 △635,401 千円 

・賞与等引当金繰入額 △61,706 千円 

・損失補償等引当金繰入額 △2,585 千円 

・徴収不能引当金繰入額 △10,612  千円 

・純資産変動計算書の本年度差額 207,699 千円 

 

③ 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

④ 重要な非資金取引 

該当なし 



　　　　　　　全体会計 【様式第1号】

（単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 29,798,166,731   固定負債 10,593,053,450

    有形固定資産 27,875,605,725     地方債 9,083,370,235

      事業用資産 15,287,618,053     長期未払金 -

        土地 7,329,708,299     退職手当引当金 1,031,292,000

        立木竹 -     損失補償等引当金 2,585,000

        建物 14,176,396,196     その他 475,806,215

        建物減価償却累計額 -7,777,651,095   流動負債 767,198,577

        工作物 3,994,506,809     １年内償還予定地方債 624,476,560

        工作物減価償却累計額 -2,435,342,156     未払金 9,354,567

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 68,973,213

        航空機 -     預り金 64,394,237

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 11,360,252,027

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 -   固定資産等形成分 31,315,112,409

      インフラ資産 12,128,263,352   余剰分（不足分） -9,916,965,386

        土地 146,519,926

        建物 591,612,836

        建物減価償却累計額 -323,562,520

        工作物 24,230,386,932

        工作物減価償却累計額 -12,760,925,434

        その他 737,323,953

        その他減価償却累計額 -560,700,341

        建設仮勘定 67,608,000

      物品 861,021,833

      物品減価償却累計額 -401,297,513

    無形固定資産 31,765,978

      ソフトウェア 31,474,278

      その他 291,700

    投資その他の資産 1,890,795,028

      投資及び出資金 808,235,219

        有価証券 -

        出資金 808,235,219

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 136,126,193

      長期貸付金 -

      基金 964,576,081

        減債基金 -

        その他 964,576,081

      その他 -

      徴収不能引当金 -18,142,465

  流動資産 2,960,232,319

    現金預金 1,332,336,344

    未収金 70,849,701

    短期貸付金 -

    基金 1,516,945,678

      財政調整基金 1,430,156,434

      減債基金 86,789,244

    棚卸資産 40,651,596

    その他 -

    徴収不能引当金 -551,000 純資産合計 21,398,147,023

資産合計 32,758,399,050 負債及び純資産合計 32,758,399,050

貸借対照表
（平成29年3月31日現在）



　　　　　　　全体会計 【様式第2号】

（単位：円）

行政コスト計算書
自　平成28年4月1日
至　平成29年3月31日

科目名 金額

  経常費用 7,612,686,282

    業務費用 3,485,952,303

      人件費 1,154,133,132

        職員給与費 850,040,302

        賞与等引当金繰入額 67,668,213

        退職手当引当金繰入額 -

        その他 236,424,617

      物件費等 2,127,225,986

        物件費 1,037,792,896

        維持補修費 83,314,188

        減価償却費 992,469,788

        その他 13,649,114

      その他の業務費用 204,593,185

        支払利息 138,656,992

        徴収不能引当金繰入額 18,629,371

        その他 47,306,822

    移転費用 4,126,733,979

      補助金等 3,555,279,087

      社会保障給付 507,976,926

      他会計への繰出金 -

      その他 63,477,966

  経常収益 830,027,699

    使用料及び手数料 591,626,901

    その他 238,400,798

純経常行政コスト 6,782,658,583

  臨時損失 61,877,000

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 59,292,000

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 2,585,000

    その他 -

純行政コスト 6,844,535,583

    その他 -

  臨時利益 -

    資産売却益 -



　　　　　　　全体会計 【様式第3号】

（単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 21,127,945,164 31,366,786,902 -10,238,841,738

  純行政コスト（△） -6,844,535,583 -6,844,535,583

  財源 7,114,737,442 7,114,737,442

    税収等 5,887,898,454 5,887,898,454

    国県等補助金 1,226,838,988 1,226,838,988

  本年度差額 270,201,859 270,201,859

  固定資産等の変動（内部変動） -51,674,493 51,674,493

    有形固定資産等の増加 1,930,115,126 -1,930,115,126

    有形固定資産等の減少 -2,127,385,691 2,127,385,691

    貸付金・基金等の増加 406,796,109 -406,796,109

    貸付金・基金等の減少 -261,200,037 261,200,037

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 270,201,859 -51,674,493 321,876,352

本年度末純資産残高 21,398,147,023 31,315,112,409 -9,916,965,386

純資産変動計算書
自　平成28年4月1日
至　平成29年3月31日



　　　　　　　全体会計 【様式第4号】

（単位：円）

資金収支計算書
自　平成28年4月1日
至　平成29年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 6,690,222,265

    業務費用支出 2,592,585,486

      人件費支出 1,199,668,781

      物件費等支出 1,209,210,985

      支払利息支出 138,656,992

      その他の支出 45,048,728

    移転費用支出 4,097,636,779

      補助金等支出 3,555,279,087

      社会保障給付支出 507,976,926

      他会計への繰出支出 -

      その他の支出 34,380,766

  業務収入 7,834,034,406

    税収等収入 5,903,672,101

    国県等補助金収入 1,141,838,988

    使用料及び手数料収入 598,529,251

    その他の収入 189,994,066

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 1,143,812,141

【投資活動収支】

  投資活動支出 1,229,758,524

    公共施設等整備費支出 1,037,041,791

    基金積立金支出 158,474,314

    投資及び出資金支出 31,992,419

    貸付金支出 2,250,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 190,892,219

    国県等補助金収入 85,000,000

    基金取崩収入 101,197,000

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 -

    その他の収入 4,695,219

投資活動収支 -1,038,866,305

【財務活動収支】

  財務活動支出 647,171,335

    地方債償還支出 647,171,335

    その他の支出 -

  財務活動収入 374,100,000

    地方債発行収入 374,100,000

前年度末歳計外現金残高 686,388,801

本年度歳計外現金増減額 -621,994,564

本年度末歳計外現金残高 64,394,237

本年度末現金預金残高 1,332,336,344

    その他の収入 -

財務活動収支 -273,071,335

本年度資金収支額 -168,125,499

前年度末資金残高 1,436,067,606

本年度末資金残高 1,267,942,107



　　　　　　　連結会計 【様式第1号】

（単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 31,143,602,748   固定負債 11,303,970,630

    有形固定資産 29,021,430,333     地方債等 9,508,810,062

      事業用資産 16,308,870,632     長期未払金 1,011,585

        土地 7,496,576,832     退職手当引当金 1,299,103,531

        立木竹 -     損失補償等引当金 2,585,000

        建物 15,552,196,649     その他 492,460,452

        建物減価償却累計額 -8,319,329,300   流動負債 934,900,697

        工作物 4,192,041,256     １年内償還予定地方債等 686,408,917

        工作物減価償却累計額 -2,613,417,805     未払金 62,982,523

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 117,908,631

        航空機 -     預り金 64,399,695

        航空機減価償却累計額 -     その他 3,200,931

        その他 1,484,571 負債合計 12,238,871,327

        その他減価償却累計額 -681,571 【純資産の部】

        建設仮勘定 -   固定資産等形成分 32,710,443,339

      インフラ資産 12,147,473,295   余剰分（不足分） -10,438,105,430

        土地 162,273,038   他団体出資等分 -

        建物 845,621,563

        建物減価償却累計額 -574,206,330

        工作物 24,351,379,079

        工作物減価償却累計額 -12,881,917,580

        その他 740,241,738

        その他減価償却累計額 -563,526,213

        建設仮勘定 67,608,000

      物品 1,279,992,960

      物品減価償却累計額 -714,906,554

    無形固定資産 31,933,488

      ソフトウェア 31,474,278

      その他 459,210

    投資その他の資産 2,090,238,927

      投資及び出資金 850,271,550

        有価証券 42,011,830

        出資金 808,259,720

        その他 -

      長期延滞債権 137,220,731

      長期貸付金 1,099,000

      基金 1,095,296,225

        減債基金 -

        その他 1,095,296,225

      その他 24,493,886

      徴収不能引当金 -18,142,465

  流動資産 3,367,606,488

    現金預金 1,550,945,585

    未収金 199,806,392

    短期貸付金 -

    基金 1,566,840,591

      財政調整基金 1,480,051,347

      減債基金 86,789,244

    棚卸資産 50,747,786

    その他 37,966

    徴収不能引当金 -771,832

  繰延資産 - 純資産合計 22,272,337,909

資産合計 34,511,209,236 負債及び純資産合計 34,511,209,236

連結貸借対照表
（平成29年3月31日現在）



　　　　　　　連結会計 【様式第2号】

（単位：円）

    その他 -

純行政コスト 8,986,633,529

    その他 -

  臨時利益 637,172

    資産売却益 637,172

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 59,415,000

    損失補償等引当金繰入額 2,585,000

    その他 253,180,044

純経常行政コスト 8,925,270,701

  臨時損失 62,000,000

      その他 66,825,225

  経常収益 1,621,133,174

    使用料及び手数料 1,367,953,130

    移転費用 5,985,870,646

      補助金等 5,408,871,730

      社会保障給付 510,173,691

        支払利息 148,748,770

        徴収不能引当金繰入額 18,629,371

        その他 107,711,416

        減価償却費 1,057,660,051

        その他 191,750,323

      その他の業務費用 275,089,557

      物件費等 2,498,409,219

        物件費 1,160,027,123

        維持補修費 88,971,722

        賞与等引当金繰入額 81,595,103

        退職手当引当金繰入額 285,811

        その他 237,708,314

    業務費用 4,560,533,229

      人件費 1,787,034,453

        職員給与費 1,467,445,225

連結行政コスト計算書
自　平成28年4月1日
至　平成29年3月31日

科目名 金額

  経常費用 10,546,403,875



　　　　　　　連結会計 【様式第3号】

（単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 21,998,982,019 32,755,246,919 -10,756,264,900 -

  純行政コスト（△） -8,986,633,529 -8,986,633,529 -

  財源 9,260,295,419 9,260,295,419 -

    税収等 7,289,310,995 7,289,310,995 -

    国県等補助金 1,970,984,424 1,970,984,424 -

  本年度差額 273,661,890 273,661,890 -

  固定資産等の変動（内部変動） -46,718,580 46,718,580

    有形固定資産等の増加 1,973,899,204 -1,973,899,204

    有形固定資産等の減少 -2,191,425,897 2,191,425,897

    貸付金・基金等の増加 448,164,457 -448,164,457

    貸付金・基金等の減少 -277,356,344 277,356,344

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 -306,000 1,915,000 -2,221,000 -

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 273,355,890 -44,803,580 318,159,470 -

本年度末純資産残高 22,272,337,909 32,710,443,339 -10,438,105,430 -

連結純資産変動計算書
自　平成28年4月1日
至　平成29年3月31日



　　　　　　　連結会計 【様式第4号】

（単位：円）

本年度末歳計外現金残高 64,399,695

本年度末現金預金残高 1,550,945,585

本年度末資金残高 1,486,545,890

前年度末歳計外現金残高 686,388,801

本年度歳計外現金増減額 -621,989,106

本年度資金収支額 -155,217,314

前年度末資金残高 1,641,688,204

比例連結割合変更に伴う差額 75,000

    地方債等発行収入 398,707,000

    その他の収入 -

財務活動収支 -306,720,799

    地方債等償還支出 705,064,838

    その他の支出 362,961

  財務活動収入 398,707,000

投資活動収支 -1,130,049,579

【財務活動収支】

  財務活動支出 705,427,799

    貸付金元金回収収入 7,000,000

    資産売却収入 914,130

    その他の収入 33,576,170

  投資活動収入 158,843,607

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 117,353,307

    投資及び出資金支出 31,992,419

    貸付金支出 16,656,000

    その他の支出 -

  投資活動支出 1,288,893,186

    公共施設等整備費支出 1,065,623,906

    基金積立金支出 174,620,861

  臨時収入 -

業務活動収支 1,281,553,064

【投資活動収支】

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

    国県等補助金収入 1,970,984,424

    使用料及び手数料収入 1,383,976,662

    その他の収入 204,100,027

      その他の支出 37,728,023

  業務収入 10,864,145,755

    税収等収入 7,305,084,642

    移転費用支出 5,956,773,444

      補助金等支出 5,408,871,730

      社会保障給付支出 510,173,691

      物件費等支出 1,534,107,649

      支払利息支出 148,748,770

      その他の支出 106,295,864

  業務支出 9,582,592,691

    業務費用支出 3,625,819,247

      人件費支出 1,836,666,964

連結資金収支計算書
自　平成28年4月1日
至　平成29年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】


